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研究要旨 

アメリカでは、連邦国家レベルでのＡＩの利活用は様々な社会経済分野において進め

られようとしている。しかし、雇用労働分野における見通しは、職業能力開発や就労促

進など労働市場にかかる分野であって限定的であり、労働安全衛生分野における実現可

能性は今のところ高くない。しかし、ここ数年、雇用労働法分野や職業安全衛生分野の

研究者からは、ＡＩの利活用について、諸点注意を払いつつ、推進を目指した議論が展

開されている状況にある。 
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Ａ．研究目的 
 本稿は、アメリカ合衆国、特に連邦レベ

ルでの労働安全衛生分野におけるＡＩの利

活用に関する政策や議論の状況を俯瞰し、

その現状を示すものである。 
 
Ｂ．研究方法 
 文献研究 
 
Ｃ．研究結果 
1．アメリカにおける労働安全衛生に関す

る法規制 
アメリカにおける労働安全衛生の確保は、

1970 年連邦職業安全衛生法により行われ

ている。同法は公法的規制、すなわち行政

法規であり、連邦労働省の職業安全衛生局

が所管し、施行運用している。同法は、労

働者に対する使用者の一般的な安全衛生確

保義務を課すとともに、労働の場面や取扱

い物質によっては詳細な規則を定めている。 
 また、各州政府は、連邦職業安全衛生法

の基準と同等かそれを上回る規制を独自に

設けている場合、連邦労働長官の承認を受

けて、連邦職業安全衛生法に代えて、当該

州の職業安全衛生法を適用することが可能

である。（参考文献 1,2） 
 
2．ＡＩの利活用に関する連邦レベルの基

本方針 
 バイデン前政権は、雇用労働分野におい

てＡＩの利活用を促進する方針を定め、実

際に、連邦労働省において具体的利活用の

方針が公表されていた。しかし、政権が変

わり、大統領がトランプ氏に代わったこと

により、それまでの方針は破棄され、新た

に、国策としてのＡＩ利活用の方針が示さ

れた。それによると、大要、AIによる雇用

変化に対応するため、労働者の再教育・技

能訓練・税制優遇を拡充すること、また、

連邦労働省が AI 労働力研究ハブを設立し、

影響の分析と政策提言を実施することなど

を述べている。（参考文献 3） これを見

る限りでは、雇用労働分野における AIの利

活用は主に労働市場政策に軸足が置かれて

おり、労働安全衛生分野に AIを利活用する

ことまでは想定されていないようである。

実際に、本稿執筆時点でも、アメリカ連邦

労働省において、AIの利活用に関する何か

しらの方針は公表されていない。 

 
3．ＡＩの利活用に関する雇用労働法研究

者・実務家によるこれまでの議論 
 2020 年前後から 2025 年までの間に公表

されている AI の利活用に関する諸論文等

を概観すると、デメリットとして、新たな

差別（差別的評価）の醸成、プライバシー

侵害、監視の社会化、誤判定による法的責

任、といったことが指摘され、また、AI の
判定が予見不可能であることや、法的責任

の所在が不分明であることも指摘されてい

る。 
 これらのため、AI におけるアルゴリズム

の適切な設計、得られたデータの適切な理

解、利活用に際しての透明性・人間の介入・

ベンダー（開発者）の管理の必要性が主張

されたり、また、モデルの構築・運用・監

視及びデータの収集の各段階での企業の説

明責任が果たされることであるとか、AI の
利活用の目的が正当なものであるといった

説明が企業側において果たされることが重

要であると述べる論調を見て取ることがで

きる。（参考文献 8～21） 
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4．ＡＩの利活用に関する労働安全衛生分

野における議論 
ここでは、必ずしもアメリカの雇用労働を

念頭に置いたものではないが、労働安全衛

生分野における AI の利活用について検討

した幾つかの文献などを紹介する。 
Fisher et al（参考文献 4）は、AI と労働

安全衛生・健康の公平性に関する 113 件の

先行研究を分析している。 
 その結果、 

・相対的にリスクの高い産業、建設、

製造、鉱業、輸送などの危険な作業が含ま

れる産業においてそうした作業を AI が代

替することで、労働者の健康格差が緩和さ

れうる。特に、低所得層や移民、マイノリ

ティ労働者が従事する危険職種での恩恵が

大きい。 
・AI による採用・スケジューリングは

公平性向上の可能性があるが、バイアス（誤

認）を惹起するリスクもありうる。 
・AI 導入により、低技能・高技能労働

者双方が職を失う可能性がある。特に教

育・訓練機会が限られた地域や集団では、

デジタル格差が拡大し、健康格差にも波及

しうる。 
以上の検討を受けて、 
・文化・経済・社会的背景を考慮した

うえでの AI の設計が公平性を促進する、 
  ・アルゴリズムの管理について、バイ

アス、精度、プライバシーなどを第三者が

評価すること、 
・人口構成を反映したデータに基づき、

AI に学習させること重要、 
・AI スキルを習得する機会をすべての

労働者に提供すること、 

などを提示している。 
結論として、AI は職場の安全性向上に貢

献するけれども、その設計・導入・評価の

方法次第では、労働者間の格差を悪化させ

る可能性もある。労働安全衛生の専門家は、

AI の社会的影響を理解し、労働者の健康と

福祉を守る戦略を構築する必要がある。今

後は、産業・賃金・社会集団ごとで見た AI
の導入状況とその影響を評価する学際的研

究が急務となる、としている。 
Fiegler-Rudol et al（参考文献 5）は、オ

ートメーションとデジタル化の進展を背景

に、人間と AI の相互作用が職場の安全性・

健康・生産性にどう貢献するかを検討して

いる。 
その方法として、過去 5 年間に発表され

た関連の研究を検索し、52 件の研究を検討

する。対象となった AI 技術には、ウェアラ

ブル機器、予測分析、エルゴノミクス支援

ツールなどが含まれている。 
検討の結果として、主に、AI は、次の諸

点について職場の安全性向上に寄与してい

るとする。 
・危険の検出能力の向上、 
・リアルタイム監視の実現。 

ただその一方で、データプライバシー保

護への懸念や、アルゴリズムによるバイア

ス、また、労働者の自律性の低下が懸念さ

れるという。 
結論として、AI は労働安全衛生の実践を

変革する可能性を秘めているものの、透明

性・公平性・労働者のエンパワーメントを

確保するためには、倫理的枠組みと人間中

心の協働モデルが不可欠である。これらの

課題に取り組むことで、より安全・健康的・

持続可能な職場環境の実現が可能となると
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する。 
Jetha et al（参考文献 6）は、AI が職場

の健康と安全の向上に寄与する可能性があ

るかを検証している。特に、AI を活用した

労働安全衛生ツールが労働者の傷病（罹患

率・死亡率）に与える影響を評価している。 
その方法として、2018～2024 年に発表さ

れた定量的研究を対象に先行研究を抽出し、

その内容と今後に向けた課題を述べる。 
その結果、筆者らが立てた基準を満たす

先行研究はごくわずかであったこと、そし

て、そのうちのある先行研究では、体に痛

みを抱えるホワイトカラー労働者に対する

AI チャットボットによる健康促進プログ

ラム（モバイルアプリで毎日 1 分程度のス

トレッチや姿勢改善を促す）が適用された

結果、12 週間後には介入群の痛みスコアは

対照群より有意に低下し、また、重度症状

の割合が 77%から 33%に減少するなど、非

常に高い効果を示したという。 
検討の結果、現時点では、AI が労働安全

衛生に与える影響に関する実証研究は極め

て少ないため、広範な導入を推奨するには

時期尚早であること、そして、AI ツールの

設計・導入・評価に関する研究が今後の課

題であるとする。特に、バイアス、プライ

バシー、労働者間の格差など、倫理的・社

会的影響への配慮が不可欠であると述べる。 
最後に、アメリカにおける労働安全衛生

の専門家組織が公表している論評の概略を

紹介する（参考文献 7）。 
当該組織は、American Society of Safety 

Professionals（以下、ASSP）であり、The 
Role of AI in the Future of Work and 
Safety, ASSP's Position on the Use of 
Artificial Intelligence in Occupational 

Safety and Health を HP 上で公表してい

る。 
ASSPの労働安全衛生に対するAIの利活

用への姿勢として、「ASSP は「人・財産・

環境を守る専門家コミュニティ」として、

すべての労働者の安全・健康・福祉を基本

的権利と位置づけたうえで、AI は職場の安

全衛生を向上させる可能性がある一方、新

たな危険やプライバシー問題も生じさせ

る。」このため ASSP は、AI を倫理的かつ

責任ある方法で活用するため、以下の基本

原則を掲げている。 
・信頼性（Trust）：AI は労働安全衛生

専門家の判断力を補完すべきであり、置き

換えるものではない。AI による危険検知や

対応は、人間の文脈理解と倫理的判断を伴

うべきである。 
・透明性（Transparency）：労働者・管

理者・経営者は、AI の能力と限界について

十分な情報を得る必要がある。 
 ・公平性（Equity）：AI が既存の格差を

悪化させたり、新たな差別を生まないよう

設計・運用されるべきである。 
 ・プライバシー（Privacy）：AI が収集

する機微な情報の不正利用や漏洩を防ぐた

め、組織は適切な保護措置を講じる必要が

ある。 
ASSP は以上の四つの原則の下に、今後

の取り組みや戦略として、ASSP は AI の職

場導入に関する知見を共有し、労働安全衛

生専門家や企業が、安全性と倫理を両立で

きるよう支援していく。2024 年 9 月に承認

された方針に基づき、AI の影響を調査する

タスクフォースを設置し、これは、職場・

労働者・ASSP 会員への影響を分析し、戦

略的方向性と投資判断に活用していく。 
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Ｄ．考察 

1．雇用労働分野におけるＡＩの利活用の

留意点 
上記 C.3 に記述のとおりである。 
 
2．労働安全衛生分野におけるＡＩの利活

用の留意点 
 上記 C.4 に記述のとおりである。 
 
Ｅ．結論 
 アメリカにおいては、ＡＩの利活用に関

する国レベルの基本方針が策定されたり、

議論は様々あるものの、労働安全衛生法政

策におけるＡＩの利活用にかかる具体現実

的な議論は進んでいないのが現状である。

しかし、識者が様々述べるように、留意す

べき点を踏まえた上でのＡＩの利活用につ

いての積極的な論調が見られる。このよう

な議論は、労働者の心身の健康や安全の確

保、業務遂行過程における事故や災害の防

止の観点からは、必ずしも人の目や感覚に

頼らず、ＡＩを利活用した上で人が関与し、

職業上の疾病や災害を予防していくことが

望ましいと考えられていると理解すること

ができる。日本においてこうした理解がす

ぐさま適当であるかは俄には判断しがたい。

しかし、業務遂行過程において生じうる、

労働者に対する様々な健康・安全上のリス

クを低減できる余地があるのならば、AI の
利活用に関する法政策的議論を進めていく

ことに価値はあると言える。アメリカにお

ける議論状況は、まさに日本において具体

的に検討していくべき課題を提示している

と言える。 
 

Ｆ．研究発表 
1．論文発表 
 該当なし 
 
2．学会発表 

  該当なし 
 
Ｇ．知的所有権の取得状況 

1．特許取得 
  該当なし 
 

2．実用新案登録 
  該当なし 
 

3．その他 
  該当なし 
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